※参考例※　　　　　

「特定秘密の保護に関する法律案の概要」に対する意見書

２０１３年（平成２５年）９月　日

　　内閣官房内閣情報調査室御中

特定秘密の保護に関する法律案を読みましたが，このような法律は制定すべきではありません。

そもそも，いま，日本でこのような法律を制定しなければならない必要性があるのでしょうか。一国民からみると，尖閣諸島沖中国漁船衝突事故映像のどこが秘密情報なのか理解できません。国際テロ対策として警察が日本国内に住むイスラム教徒の人たちの個人情報を広く集めていたことも，テロ対策として許されることだと思えません。むしろ，プライバシー侵害です。

ウィキリークスが米軍の犯罪行為や，各国政府の不正行為，政府首脳の不穏当な発言などをインターネット上に公表したことは，各国政府が驚愕し怒りを露にしていましたが，一個人としては積極的に評価する人がたくさんいます。元ＣＩＡ職員のスノーデン氏が，米国政府が米国のサーバを経由する世界中の膨大な個人情報を取得して来たことを暴いたことについても，世界中の政府の戸惑いと，一個人の積極的評価は対照的でした。

このような時代に，国家秘密というものをどのように認めることができるかという問題は大変むずかしく，ましてや，広範な行為を重い刑罰で処罰しようとする方向性は明らかに誤りです。

平和憲法を基本的な価値原理とする我が国のあり方としては，強固な秘密の壁を作って相互不信や対立の深刻化に向かうのではなく，情報公開を推し進め，人間交流や経済交流を活発にし，相互がそれぞれ相手を必要とする関係を築くことにより，世界に相互信頼の輪を広げることに努めるべきです。
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